
009002_4_機能要件_011法人住民税

枝番 機能名称 機能ID 機能要件 実装区分 備考 要件の考え方・理由
第2.0版への改定理由

（第1.0版からの変更点）
検討分類 修正事由 修正方針（事務局案） 修正方針（事務局案）

への回答
ご回答の理由・詳細など

（事務局からの質問に対する回答もこちらに記載）
1.1.1. 1 法人基本情報管

理
0110001 法人名は登記事項の法人名称を、法人名カナはフリガナを表

す。以降の要件について同じ。

還付口座情報については、収納管理システム等のサブシステ
ムからの参照も可とする。

2.1.11
.

2 0110070 税理士宛の申告書送付案内（税理士送付）を一括出力できること。 標準オプション
機能 ―

デジタル庁が示す「地方自治体の基幹業務システムの統一・標準化における各種IDの管理方針」に基づき、機能要件2.1.11.枝2.を分割して表記する。

要検討

（総務省都道府県税課より）
一括出力機能はあるが、個別出力機能が設けられていない。優先順としては、個別出力＞
一括出力の順に定義すべきではないかと考えたため、WT構成員にニーズを確認した上で必
要性を検討させていただきたい。

【事務局からのご質問】
標準オプション機能「税理士宛の申告書送付案内（税理士送付）を個別出力でき
ること。」
①上記の機能を定義する必要性を感じますか。
②上記の機能を日常の運用で利用していますか。
③日常の運用で利用する規模（年間の個別出力件数など）を概数で良いのでご教
示ください。

2.1.11
.

2 0110071 税理士宛の申告書送付案内（税理士送付）の一括出力に際しては、中間申告書を対象とできること。 標準オプション
機能 ―

デジタル庁が示す「地方自治体の基幹業務システムの統一・標準化における各種IDの管理方針」に基づき、機能要件2.1.11.枝2.を分割して表記する。

要検討

（APPLICより以下の意見を受領）
「税理士宛の申告書送付案内（税理士送付）の～」と記載がありますが、申告書送付案内
（法人送付）に関して、中間申告書および清算予納申告書の記載がありません。そのた
め、いずれも「税理士宛の申告書送付案内（税理士送付）の一括出力に際しては、」の部
分は不要ではないかと思われるのですがご確認いただけませんでしょうか。

APPLICより左記の意見を受けたため、以下のとおり表現を見直したいと考えてい
ます。

＜変更内容＞
旧：税理士宛の申告書送付案内（税理士送付）の一括出力に際しては、中間申告
書を対象とできること。
新：中間申告書を対象とできること。

ご確認いただき問題が無ければ「承諾」の回答をお願いいたします。

2.1.11
.

2 0110072 税理士宛の申告書送付案内（税理士送付）の一括出力に際しては、清算予納申告書を対象とできること。 標準オプション
機能 ―

デジタル庁が示す「地方自治体の基幹業務システムの統一・標準化における各種IDの管理方針」に基づき、機能要件2.1.11.枝2.を分割して表記する。

要検討 同上。

APPLICより左記の意見を受けたため、以下のとおり表現を見直したいと考えてい
ます。

＜変更内容＞
旧：税理士宛の申告書送付案内（税理士送付）の一括出力に際しては、清算予納
申告書を対象とできること。
新：清算予納申告書を対象とできること。

ご確認いただき問題が無ければ「承諾」の回答をお願いいたします。

2.1.12
.

1 申告書・納付書
送付対象法人抽
出

0110074 指定した決算期で申告義務のある法人を抽出し、申告書作成法人一覧を作成できること。
申告書作成法人一覧は、予定申告、確定申告、均等割申告を対象とし、申告区分別に一覧化できること。

実装必須機能 申告書・納付書の送付要否に関わらず、申告義務のある法人を抽出する。

要検討

（APPLICより以下の意見を受領）
「申告書、納付書作成（一括処理）」（項番-2.1.1　枝番-1、項番-2.1.2　枝番-1）や
「申告書同封資料作成（一括処理）」（項番-2.1.11　枝番-1）と同様に「決算年月と関連
付けされた申告書作成年月日を保持する場合は、決算月の替わりに当該項目により指定す
ることを許容する。」を追記していただけないでしょうか。

＜理由＞
申告書作成法人一覧の「要件の考え方」に「申告書・納付書の送付要否に関わらず、申告
義務のある法人を抽出する。」とあり、実際に発行の対象となる法人ではないことが記載
されていますが、申告義務のある法人の抽出であっても申告書、納付書、同封資料と同様
に決算年月と関連付けされた日付での指定であれば問題ないと考えるため。

APPLICより左記の意見を受けたため、「決算年月と関連付けされた申告書作成年
月日を保持する場合は、決算月の替わりに当該項目により指定することを許容す
る。」との一文を追加したいと考えています。

ご確認いただき問題が無ければ「承諾」の回答をお願いいたします。
また、「否認」若しくは「要検討」をご回答いただく場合には、その詳細な理由
（当該修正により生じる懸念点など）も併せてご回答をお願いいたします。

2.2.5. 0110111 収納管理システムでの決算処理により、会計年度が切り替わった後には、調定年月が過去の会計年度となる申告情報は訂正又は削除できないよう制御するこ
と。

但し、申告登録した「当期の納付すべき税額」（又は調定額）に変更を及ぼさない項目の場合は、会計年度が切り替わった後の訂正処理もアラートを表示し
た上で実施可能であること。また、申告期限の延長月数、法人税の修正申告年月日などの申告基礎、更正決定通知年月日及び更正請求年月日など、延滞金の
計算に影響がある項目を修正する場合は収納管理システムに連携できること。

実装必須機能 各種申告登録した内容については、登録後にも調定額の変更の有無に関わらず申告情報の訂正が発生するため、訂正の機会には一定
の柔軟性が必要であるため、実装必須機能としている。
しかし、決算後の情報を訂正できることは望ましくないとの意見もあり、また、収納管理システムにおける会計年度の切替えにより
申告情報の訂正に制御をかける事業者が多いことから、法人住民税システムの機能として訂正可能な申告情報は現会計年度内の調定
分に留めることとした。一方で決算情報に影響がない項目まで無条件に訂正不可とすると業務の柔軟性を損ねる可能性があることか
ら、（税務システム等標準化検討会での意見をもとに）調定額及び決算情報に影響がない項目についてはアラートを表示した上で訂
正可能とする仕様とした。
なお、訂正した項目が延滞金計算に影響する場合には、延滞金を再計算する必要があることから、収納管理システムとの連携を必須
として定義した。

会計年度切替後に、過去の会計年度の調定額が変わることを制御する本機能について、その変更の基準となる額の確認として、収納管理システムへ連携
された調定データを唯一の対象とするのではなく、法人住民税システムで管理する「当期の納付すべき税額」と突合することで足りることから、上記の
例を包含する形で機能定義の見直しを行うもの。

報告

（APPLICより以下の意見を受領）
延滞金計算に影響がある項目として「更正請求年月日」がありますが、更正請求年月日は
還付加算金の計算に使用する項目であると認識しており、どういった場合に延滞金計算に
項目を使用しますでしょうか？
弊社の知識不足かとは存じますが、ご教示いただけますと幸いです。

左記のご意見のとおり、「更正請求年月日」は延滞金計算に用いるものではござ
いませんが、本機能要件では、「延滞金の計算に影響がある項目」だけでなく、
「延滞金及び還付加算金の計算に影響がある管理項目」として定義するものと改
めたいと考えております。
したがって、以下のとおり機能要件を修正いたします。

＜機能要件（改案）＞赤字部分を追加する修正となります。
収納管理システムでの決算処理により、会計年度が切り替わった後には、調定年
月が過去の会計年度となる申告情報は訂正又は削除できないよう制御すること。
但し、申告登録した「当期の納付すべき税額」（又は調定額）に変更を及ぼさな
い項目の場合は、会計年度が切り替わった後の訂正処理もアラートを表示した上
で実施可能であること。また、申告期限の延長月数、法人税の修正申告年月日な
どの申告基礎、更正決定通知年月日及び更正請求年月日など、延滞金及び還付加
算金の計算に影響がある項目を修正する場合は収納管理システムに連携できるこ
と。

2.3.6. 0110219 法人税における重加算税対象税額が管理でき、収納管理システムへ連携されること。 標準オプション
機能

重加算税の対象税額を管理項目として設定し、収納管理システムに連携することで、収納業務において延滞金の適正な計算を促すこ
ととしている。

当初、延滞金の計算に係る当該項目について、地方団体内の収納担当者に情報を伝達することで、延滞金計算時の注意喚起を促す意図で実装必須機能と
していたが、都道府県連携・申告是認の処理全体が標準オプション機能であり、当該機能はそれに付随する運用のため、同様に標準オプション機能へと
変更するもの。

要検討

＜確認内容＞
以下のとおり要件の緩和をお願いします。
修正前：法人税における重加算税対象税額が管理でき、収納管理システムへ連携されるこ
と。
修正後：法人税における重加算税対象税額、または重加算税対象税額の有無が管理でき、
収納管理システムへ連携されること。

理由として、収納業務において延滞金の計算を行う際の延滞金免除期間の判定について重
加算税があるか無いかがわかればよく、金額まで管理する必要性がありません。
現在自治体様の方でも「重加算税対象税額の有無」しか管理しておりませんので、デジタ
ル庁の基本データリスト上管理される「重加算税対象税額」の形で正確に移行・連携する
ことができません。
「重加算税対象税額の有無」の管理だけの仕様を可とするよう緩和をお願いいたします。

もし、標準仕様において要件の考え方・理由に記載の目標を達成するにあたり、金額その
ものが必要だという妥当な理由があれば、ご教示いただければと思います。

APPLICより左記の意見を受けたため、以下のとおり表現を見直したいと考えてい
ます。

＜変更内容＞
旧：法人税における重加算税対象税額が管理でき、収納管理システムへ連携され
ること。
新：法人税における重加算税対象税額、または重加算税対象税額の有無が管理で
き、収納管理システムへ連携されること。

ご確認いただき問題が無ければ「承諾」の回答をお願いいたします。
また、「否認」若しくは「要検討」をご回答いただく場合には、その詳細な理由
（当該修正により生じる懸念点など）も併せてご回答をお願いいたします。

7.1.2. 0110268 更正・決定に基づく調定は、即時調定が行えること。 標準オプション
機能

― デジタル庁が示す「地方自治体の基幹業務システムの統一・標準化における各種IDの管理方針」に基づき、機能要件7.1.2.枝2.を分割して表記する。

要検討

（APPLICより以下の意見を受領）
「更正・決定に基づく調定は、即時調定が行えること。」と記載がありますが、申告処理
に基づく調定でないみなす申告や減免も含まれるでしょうか。
含まれる場合は、みなす申告や減免についても記載の追加をお願いいたします。

APPLICより左記の意見を受けたため、以下のとおり表現を見直したいと考えてい
ます。

＜変更内容＞
旧：更正・決定に基づく調定は、即時調定が行えること。
新：更正・決定に基づく調定（みなす申告及び減免処理を含む。）は、即時調定
が行えること。

ご確認いただき問題が無ければ「承諾」の回答をお願いいたします。

8.1.3. 1 検索条件 0110275 検索条件を指定して、法人を検索できること。検索条件には以下を含むこととする。

＜検索条件＞
・法人名（漢字・カナ・ひらがな・英数字）
・法人名カナ
・法人番号
・法人管理番号
・宛名番号
・所在地（本店(所在地が管轄外も含む)・支店）
・eLTAX納税者ID

実装必須機能 ― 検索条件は、その他にも様々なパターンが考えられ、また操作性の一環であり検索条件を具体的に列挙しなくてもカスタマイズの主たる発生要因にはな
らないと想定されることから、最低限実装必須の検索条件を列挙することとし、それ以外の実装は創意工夫に委ねる整理としたもの。

検索条件の法人名については、機能要件1.1.1.で定める「・法人名（漢字・カナ・ひらがな・英数字）」と表記を合わせるよう修正する。

報告

（自治体様より以下の意見を受領）
業務フロー「1.6 未届法人調査」について、「1.1異動処理（設立・設置・異動）」のフ
ローでは、法人検索のタスクにおけるデータストアについて、法人住民税と宛名管理相互
に矢印が示されているが、当該フローでは法人住民税から宛名管理への一方向となってい
る。差異があるのかご教示いただきたい。

左記では特段の差異は無く、データストア間の接続を分かりやすくするために、
「1.1異動処理（設立・設置・異動）」を改めて、現行「1.6 未届法人調査」内
の記載要領を正とします。このため業務フロー「1.1異動処理（設立・設置・異
動）」を修正いたします。

（別紙の参考資料として添付している業務フローをご参照ください。）

（法人住民税WT）要件の修正に係るご確認事項 WT構成員ご回答欄

項番

（法改正対応）グループ通算法人制度の開始への対応。

法人基本情報として還付口座情報を定義しているが、これを収納管理システムから参照することも許容する旨を備考欄にて補記する。

第20号の３様式記載の手引に文言を揃えるために、異動区分の「事務所廃止」を「事務所等廃止」に改める。

申告書送付区分において、全国意見照会を通じて、「予定申告のみ若しくは確定申告のみ送付して欲しいなどの法人の希望に個別対応する設定の必要
性」について意見を頂戴したため、申告毎に設定できることを追記する。

全国意見照会を通じて、ベンダ事業者から、申告延長月数の表記が（0月／1月／2月／3月以上）であれば、この４種しか選択できないという意味合いに
読み取れてしまうため表現の見直しが必要との御意見を頂戴したため、（0～12の月数）へと改める。

法人基本情報の管理項目に「・決算期（半年決算法人の管理を含む）又は事業年度」を定義しているように、通常の法人と同様に通算親法人においても
事業年度だけでなく決算期の管理も可能とすることを定めるために、「通算親法人事業年度」を「通算親法人の事業年度又は決算期」と改める。

法人設立（設置）届、異動届及び申告書等に基づき、以下の法人基本情報を登録できること。

＜法人基本情報＞
・法人番号
・法人管理番号
・宛名番号
・法人名（漢字・カナ・ひらがな・英数字）及び法人名カナ
・代表者名（漢字・カナ・ひらがな）
・本支店区分及び本店所在地（所在地、郵便番号及び電話番号）
・市町村内の主たる事務所（名称、所在地、電話番号及び郵便番号）
・市町村内事務所（名称、所在地、電話番号及び郵便番号）
・異動事由（申請届出（電子）／申請届出（紙）／申告／職権／その他）
・届出年月日
・異動年月日
・設立年月日、設置年月日、廃止年月日、解散年月日、合併解散年月日及び清算結了年月日　等
・異動区分（設立／設置／異動／事務所等廃止／解散／破産／合併解散／清算結了／事務所等なし／登記のみ／除却／復活　等）
・法人区分（普通法人、公益法人　等）
・組織区分（株式会社、有限会社　等）
・前後区分（前／後／その他）
・書類送付先
・施設区分（事業所／寮等）
・決算期（半年決算法人の管理を含む）又は事業年度
・資本金の額、資本金及び資本準備金の合算額並びに資本金等の額
・全従業者数（第20号様式の㉓）、当該団体従業者数（第20号様式の㉔）及び税率適用従業者数（第20号様式の㉕）
・均等割税率（自動計算する項目）
・分割区分（単独法人／本市本店／他市本店）
・産業分類コード（大分類及び中分類）
・合併法人情報（法人名及び所在地）
・通算親法人名/連結親法人名、通算親法人所在地/連結親法人所在地、通算親子区分/連結親子区分（親法人／子法人）、通算加入（開始）年月日及び通算
離脱（終了）年月日/連結開始（加入）年月日及び連結離脱（終了）年月日、通算親法人の事業年度又は決算期
・税理士情報（氏名、住所及び電話番号等）
・申告期限延長月数（0～12の月数）
※3月以上の延長申告月数についても入力ができ、延長後の申告期限が計算がされること。
・翌期中間申告の要否
・収益事業開始年月日及び廃止年月日
・減免区分
・課税区分
・申告書送付区分（要／不要）（申告毎に設定する）
・納付書送付区分（要／不要）
・還付口座情報
・eLTAX納税者ID

※ 市町村内事務所は複数登録できること。

実装必須機能 実装必須機能及び標準オプション機能で、設立・設置届及び異動届の情報を概ね網羅する。主に登記事項など法人の基本的な情報を
登録するが、統計や検索照会の利便性などを踏まえて資本金等の額など、課税に関わる情報を一部管理している。
外部との連携では、番号法に定める法人番号を主たるキー番号として活用する。
個別に年月日を登録できる異動処理以外は、異動事由と異動年月日の組合せで履歴の確認が可能と想定。また、帳票等で法人の現況
を確認する場合は、異動区分のうち、解散や事務所廃止、事務所等なしなど、現況に関わる最新の異動区分を出力することで足りる
ため、「現況区分」のような現況を表すための特別な項目は設けない。
異動処理について、設立、事務所設置、事務所廃止、解散など課税計算やみなし事業年度に影響するものは異動区分及び各種年月日
を定義しているが、法人名称の変更や所在地変更、資本金変更などこれに影響がない異動については汎用的な区分として「異動」及
び「異動日」を定義している。なお、資本金異動は、電子申告の義務のある特定法人の判断にも活用できるが、この判断は前事業年
度末日時点の資本金で代用することも許容されるため、資本金異動日を専用の項目とすることは不要とした。
分割区分は、課税状況調の区分を用いており、実務上もこれで問題ないことを確認した。
寮等の区分は、均等割のみを課税する場合にも第20号様式確定申告書を送付し、申告登録をすることから、その管理を効率的かつ正
確に行うために区分を設けている。また、収益事業の開始年月日を管理項目として定義することで、公益法人等が収益事業を開始し
た場合にも正確な管理を行う。
eLTAXと基幹システムとの連携を行う際にキーとなる情報は地方団体の実務及びIDの変更可能性を考慮し、eLTAX納税者IDとすること
を標準として定義する。
清算法人については、清算結了年月日は登記事項であるが、事業年度などに影響がないため、主に最新異動区分を表すための項目と
して管理している。また、残余財産確定の日については、申告情報として管理できれば問題ないとして、法人基本情報上では明記し
ない。
通算法人については、「通算親法人名」、「通算親法人所在地」、「通算親子区分（親法人／子法人）」、「通算加入（開始）年月
日」及び「通算離脱（終了）年月日」を管理が必要な項目として定義している。「通算親法人事業年度」は、通算親法人の事業年度
を自動で参照することを通じて納期限や税額を自動で計算するために管理が必要な項目として定義している。また、総務省が定める
中間標準レイアウト仕様v2.7には、親法人が協同組合かどうか等のコード区分もあるが、実務上の必要性に鑑みて定義なしとした。
連結法人についても同じ。

なお、令和４年４月１日以後、最初に開始する事業年度からグループ通算制度の適用が始まり、制度移行後も連結納税制度による申
告が見込まれるため、標準仕様書第2.0版時点ではグループ通算制度と連結納税制度を併記することとする。これは、連結納税制度に
よる申告が標準仕様書第2.0版時点でまだ残っていること及びグループ通算制度へ移行した後にも修正申告等への対応が必要であるこ
とを踏まえた暫定的な対応であり、連結納税制度に係る記載は、両制度の併記が不要となる時点まで残すこととする。
合併に関しては、当該法人が「被合併法人」の場合は、合併法人の情報を実装必須機能として登録可能とした。また、合併年月日は
異動情報として定義していることから、合併法人の関連情報としては不要。
1.1.1.で列挙する項目を宛名管理システムで管理することは妨げない。

報告

（自治体様より以下の意見を受領）
機能要件にて・産業分類コード（大分類及び中分類）が機能要件とされておりますが、10_
帳票レイアウト_011法人住民税にて営業証明書の事業種目が産業分類の小分類が表示され
ております。

営業証明書の事業種目はシステムで管理されている産業分類コード（大分類及び中分類）
または帳票印字項目・諸元表の営業証明書に定義されている空欄または＊＊＊＊になるの
ではないのでしょうか？

機能要件（機能ID 0110001）にて、産業分類コード（大分類及び中分類）として
定義しておりますが、帳票レイアウトにて営業証明書の事業種目が産業分類の小
分類まで表示されていたため、中分類までの表示に改めます。
したがって、例示として帳票レイアウトに記載していた事業種目を「情報サービ
ス業」に改めます。

（別紙の帳票レイアウトの改案イメージにて、赤字見え消しを入れておりますの
でご参照ください。）
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